
髙木 則昭 委員 
 
【ご質問内容】 
柏崎刈羽原子力発電所の設備工事における管理体制について 
・７号機フィルタベントのフランジについて、当初設計と異なる仕様部品が取付されている

事案があったが、要因は何か。また、対策はどのように行われたのか。 
・保全の内製化に取り組んでいるが、計画・実績など進捗状況はどうなっているか。また、

協力事業所との連携、協力関係はどの程度構築されたか。 
 
【回答】 
・ご質問いただきありがとうございます。 
・７号機フィルタベント配管接合部（フランジ）の形状選定誤りについては、本年 5 月定例

会でお伝えした案件となります。 
・フィルタベント設置工事の竣工に向け、設計内容と現場状況の確認したところ、一部のフ

ランジでその形状が技術基準に適合していないこと、また、配管耐震性の解析に用いた重

量データと現場のフランジの重量が相違していることを確認したものです。 

・原因は、協力企業において当初の設計内容から変更が生じた際の変更箇所に対する品質管

理の弱さに問題があったもので、 

 対策として、協力企業内の品質管理において、従前は設計・工事を行うライン内で規格適

合性等をチェックしていましたが、ラインから独立した品質管理組織を設置する体制見直

しを行い、設計内容に変更が生じた際の機能強化をしております。 
・形状が技術基準に適合していなかったフランジは、適切な形状のものへの取替が 2022 年

7 月に完了、適切なフランジ重量を用いた配管耐震性の再解析も 2022 年 8 月に完了し、

配管耐震性に影響がないことを確認しております。 

・当社としても新規設備の設計や施工における業務品質の向上に協力企業と一体となって取

り組んでまいります。 
 
・保全の内製化については、福島第一原子力発電所での事故の反省から、自分たちの技術力

を向上させることが重要と考えており、内製化できるものについては作業内容や手順等の

改善を進めております。実績としては、電源設備（遮断器）の保全、高圧注水ポンプ（HPAC）

の保全等の作業改善があります。 
・いずれの案件も協力企業の皆さんから作業工程のプロセスや管理する上での重要なポイン

トについて学びながら取り組んでおり、一体的な体制は構築できていると考えております。 
・自分たちで緊急時の設備復旧対応や安全対策設備の不具合、人身災害といった作業上のリ

スクの洗い出しによる品質の向上に取り組んでまいります。 
 

以 上 



三井田 潤 委員 
 
【ご意見内容】 
・7 号機タービン建屋の電動シャッター不具合の説明にある給電部の焼損の場合ですが、

100V の制御回路のことにふれていません。異常がないから言わないのだろうと思います

が、その部分も報告された方がよろしいと思います。 
・「制御回路はリレー等の焼損がなく外観目視確認では異常ありませんでした。給電部のモ

－ター給電ケーブルの焼損があり、2.0mm2 のより線を、圧着スリーブ小で圧着をやり直

し絶縁テープ 4 層巻き以上に施工しました。刻印は極小です。」という具合に説明しても

らえたら、委員の方々はじめ地元住民にも安全安心を伝えられます。 
・高圧ガス関係に関し特定消費施設だから高圧ガス製造保安責任者は必要ありませんが、特

定消費施設には特定高圧ガス取扱主任者を置きますがその説明はありませんでした。 
・保安教育の実施や定期自主検査記録の保管についても、きちんと行っている旨、説明した

ほうが良いと思います。 
・再稼働して福島第一のような事故が起きた場合、東京電力の社員や関連会社、協力企業の

方は冷温停止のために、本当に働いてくれるのかを心配しています。労働基準法や労働安

全衛生法の観点から関連会社、協力企業は業務を拒否できます。無論、東京電力社員も危

険業務だから拒否もできることは分かっています。でも、せめて東京電力の社員は絶対逃

げずに最善を尽くす覚悟で働いて頂きたい。電気事業者の貴社が頼りなのですから、いい

加減な気持ちで再稼働してもらいたくありません。 
 
【回答】 
・当社の説明内容についてご示唆ありがとうございます。 
・７号機の給電部焼損については、ご指摘のとおり制御回路の異常が原因でなかったため、

制御に関する説明を割愛させていただいたところです。 
・また、特定高圧ガス取扱主任者につきましては、当発電所においては特定高圧ガスのうち

液化酸素、圧縮水素、液化石油ガスの消費を行っておりますので、高圧ガス保安法にて要

求される主任者を、資格を有する者の中から選任し配置しております。保安教育の実施や

定期自主検査記録の保管についても適切に実施しているところです。 
・今後も地域の皆さまのご安心につながるようなお伝えの仕方に心がけてまいります。 
 
・なお、福島第一原子力発電所の事故以降、当社は緊急時の体制を整え訓練を積み重ねてお

り※、状況や対応について所長の稲垣から直接所員に伝える活動もしており、福島第一原

子力発電所事故を起こした当社として果なければならない責任を所員一人ひとりが感じ、

自分の業務に反映しているところです。 
・ご指摘のとおり、万が一のことを発生させないようにすることはもとより、万が一事故が

発生した際にも所員一丸となって対応してまいります。 
 

※ 過酷事故シナリオによる総合訓練は 140 回以上、現場での個別訓練は約 2万 7千回

以上実施しています（福島第一原子力発電所事故以降 2022 年 10 月末時点）。 

以 上 



2 0 2 2 年 1 1 月 2 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

第 233 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 

【不適合関係】 

・10 月 11 日 大湊側屋外（非管理区域）純水タンクエリアにおける傷病者の発生について 

 （区分：Ⅲ）                           〔P.2〕 

 

【発電所に係る情報】 

・10 月 7 日   Fortum Power Heat Oy 社との原子力分野に係る情報交換協定の締結について 

                                                                           〔P.4〕 

・10 月 13 日 （運転保守状況）３号機油漏えいに伴う低起動変圧器の停止について 

（公表区分：Ⅲ）                        〔P.6〕 

・10 月 13 日 6 号機フィルタベント基礎建設残置物調査状況                    〔P.7〕 

・10 月 13 日 7 号機における主要設備の健全性確認について                    〔P.8〕 

・10 月 27 日  6 号機大物搬入建屋杭の損傷に関する追加調査の進捗状況について  〔P.10〕 

・10 月 27 日  7 号機タービン系の主要設備の健全性確認状況について            〔P.15〕 

・11 月 1 日  2022 年度第２四半期決算について                               〔P.16〕 

・11 月 1 日  低圧の料金メニューの見直しの検討について                      〔P.24〕 

 

【福島第一原子力発電所に関する主な情報】 

・10 月 27 日  福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの進捗状況 

   〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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2022 年 10 月 11 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

号機 

 

発電所構内（屋外） 

 

件名 

 

大湊側屋外（非管理区域）純水タンクエリアにおける傷病者の発生について 

 

不適合の 

概要 

 

 

2022 年 10 月 7日、大湊側屋外純水タンクエリアにおいて、純水タンク内面の塗装剥離

作業を終えた協力企業作業員が、耳鳴りの症状があったことから 17 時頃に自家用車で病

院へ向かいました。診察を受けた結果、「突発性難聴(両耳)」と診断されました。 

 

現在、耳鳴りの症状は回復しております。 

 

 

 

 

 

 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

 

＜安全上の重要度＞ 

 

安全上重要な機器等 ／ その他 

 

 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

 

対応状況 

 

 

当該作業員へ聞き取りを実施したところ、騒音が発生する作業であったものの、耳栓を

装着せずに作業をしていたことを確認しておりますが、現在、詳細調査中です。 

引き続き、発電所関係者に安全装備品の確実な着用について周知・徹底し、再発防止に

努めてまいります。 
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発生場所 
純水タンクエリア（非管理区域） 

柏崎刈羽原子力発電所 大湊側 屋外 

発生場所概略図 

  

５号機 

タービン建屋 

６号機 

タービン建屋 

７号機 

タービン建屋 

６号機 

原子炉建屋 
７号機 

原子炉建屋 

５号機 

原子炉建屋 

純水タンク 

展望台 
 

柏崎刈羽原子力発電所 屋外 
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Fortum Power＆Heat Oy 社との原子力分野に係る情報交換協定の締結について 

 

2022 年 10 月 7 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

フィンランドの総合エネルギー企業であり、原子力発電所の運営において良好な実績を

持つ Fortum Power＆Heat Oy 社（以下「Fortum 社」）と当社は、昨日、原子力分野に係る

情報交換協定を締結しました。 

 

原子力安全の向上にあたっては、海外の事業者とも相互に知見を共有することが重要と

の考えのもと、Fortum 社と当社は、これまでもワークショップの開催などを通じて関係を

深めてまいりました。この活動の中で、当社は、耐震性評価に関する知見を提供するとと

もに、設備の維持管理におけるリスク情報の活用や経年劣化の評価手法などに関する

Fortum 社の知見を得て、自社への反映を検討・推進してまいりました。 

 

今回、双方の良好な関係を維持するとともに、原子力安全の向上に資する経験や実践事

例の共有を更に促進していくことを目的として、情報交換協定の締結に至りました。本協

定における協力範囲は以下のとおりです。 

 

◯情報交換協定における協力範囲 

・原子力発電所の安全運転に関するもの 

 ・原子力発電所の設備設計に関するもの 

 ・原子力発電所の設備管理に関するもの 

 ・原子力発電所の組織運営に関するもの 

 ・放射性廃棄物の処理と廃棄に関するもの 

 ・原子力発電所の廃炉に関するもの     等 

 

当社は引き続き、海外から得られた知見も踏まえ、原子力発電所の更なる安全性、信頼性

の向上に努めてまいります。 
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【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 
 広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 

 

○情報交換協定の調印式の概要 

・日時：2022 年 10 月 6 日（木）9時頃（フランス現地時間） 

・場所：フランス パリ市内ホテル 

・先方：Fortum 社 

原子力技術サービス＆共同所有資産 担当副社長 

           ペトラ・ルンドストローム氏（オンラインによる参加） 

原子力サービス責任者 アンニ・ヤーリネン氏 

・当方：取締役 常務執行役 原子力・立地本部長 福田
ふ く だ

 俊彦
としひこ

 

 

○情報交換協定の調印式の様子 

左：Fortum 社 原子力サービス責任者 アンニ・ヤーリネン氏 

右：当社 取締役 常務執行役 原子力・立地本部長 福田 俊彦 

 

 以 上 
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2022 年度第 2四半期決算について 

 

2022 年 11 月 1 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

当社は、本日、2022 年度第 2四半期（2022 年 4 月 1 日～2022 年 9 月 30 日）の連結業績

についてとりまとめました。 

 

連結の経常損益は、グループ全社を挙げた収支改善に努めたものの、JERA における燃料

費調整制度の期ずれ影響が悪化したことや、燃料・卸電力市場価格の高騰などによる電気

調達費用が増加したことなどにより、前年同期比 3,402 億円減の 2,388 億円の損失となり

ました。 

 

また、特別損失に原子力損害賠償費 327 億円を計上した一方、特別利益に関係会社株式

売却益 1,233 億円を計上したことから、親会社株主に帰属する四半期純損益は、1,433 億

円の損失となりました。 

 

                   （単位：億円） 

 
当第 2四半期 

（A） 

前年同期 

（B） 

比 較 

A－B 
A／B

（％） 

 売 上 高    35,053   22,107   12,945 158.6 

 営 業 損 益  △ 1,560   970  △  2,531 － 

 経 常 損 益  △ 2,388   1,013  △  3,402 － 

 特 別 損 益   905   0      905 － 

 
親会社株主に帰属する 
四 半 期 純 損 益 

 △ 1,433   886  △  2,320 － 

 

【セグメント別の経常損益】 

2022 年度第 2四半期のセグメント別の経常損益については、以下のとおりです。 

・ 東京電力ホールディングス株式会社の経常損益は、基幹事業会社からの受取配当金

の減少などにより、前年同期比 111 億円減の 868 億円の利益となりました。 

・ 東京電力フュエル＆パワー株式会社の経常損益は、JERA における燃料費調整制度の

期ずれ影響が悪化したことなどにより、前年同期比 946 億円減の 873 億円の損失と

なりました。 

・ 東京電力パワーグリッド株式会社の経常損益は、燃料価格の高騰などによる電気調

達費用が大幅に増加したことなどにより、前年同期比 444 億円減の 621 億円の利益

となりました。 
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・ 東京電力エナジーパートナー株式会社の経常損益は、燃料・卸電力市場価格の高騰な

どによる電気調達費用が大幅に増加したことなどにより、前年同期比 2,331 億円減

の 2,273 億円の損失となりました。 

・ 東京電力リニューアブルパワー株式会社の経常損益は、卸電力販売が増加したこと

などにより、前年同期比 84 億円増の 434 億円の利益となりました。 

 

 （単位：億円） 

 
当第 2四半期 

（A） 

前年同期 

（B） 

比 較 

A－B 
A／B

（％） 

 経 常 損 益  △ 2,388   1,013  △  3,402     － 

 東京電力ホールディングス   868   980  △  111  88.6 

 東京電力フュエル＆パワー  △ 873   73  △    946 － 

 東京電力パワーグリッド    621   1,066  △    444 58.3 

 東京電力エナジーパートナー  △ 2,273   58  △  2,331 － 

 東京電力リニューアブルパワー   434   350        84  124.0 

 

【2022 年度業績予想】 

2022 年度の業績予想については、現時点においてはウクライナ情勢等の影響を受け、

燃料価格および販売電力量の見通しが不透明であり、具体的な業績予想をお示しできる

状況になく、売上高・経常損益・親会社株主に帰属する当期純損益ともに未定としてお

ります。今後、お示しできる状況となった段階でお知らせいたします。 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 経営報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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低圧の料金メニューの見直しの検討について 

 

2022 年 11 月 1 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

東京電力エナジーパートナー株式会社 

 

当社グループ※1は、総合特別事業計画に基づく徹底した経営合理化を進め、お客さまに

電力を安定的にお届けするよう取り組んでおります。 

しかしながら、昨今の世界的な資源価格の高騰を背景に、東京電力エナジーパートナー

株式会社（以下、「東電 EP」）は、それらの取り組みでは追いつかないほどの燃料・卸電力

市場価格の高騰によって、費用が収入を上回り財務基盤が急激に悪化しております。 

 

こうした状況から、東電 EP は、「特別高圧・高圧」のお客さまを対象とした料金メニュ

ーの見直しを公表いたしました（2022 年 9 月 20 日お知らせ済み）。 

 

その後、燃料・卸電力市場価格の高水準が継続していることに加えて、急激な円安が進

行していること等により、2022 年度第 2 四半期決算において、東電 EP の収支がさらに悪

化しております。また、特定小売供給約款※2 による燃料費調整額が調整の上限に到達し、

他の小売電気事業者等から東電 EP の特定小売供給約款へご契約を切り替えるお客さまが

増えており、今後、さらなる費用の増加が見込まれております。 

こうした状況下においても、お客さまへの安定的な電力供給を継続するために、このた

び、東電 EP では、特定小売供給約款を含む全ての低圧の料金メニュー※3の見直しに向けた

検討を行うことといたしましたので、お知らせいたします。 

 

当社グループは、引き続き、省エネ・節電等のサポートを通じて、お客さまのご負担軽

減に向けた取り組みを更に充実してまいります。 

また、電力の安定供給に努めるとともに、国内における太陽光発電設備や蓄電池の導入

等によるエネルギーの地産地消を推進し、お客さまの快適・安心な暮らしの実現に貢献し

てまいります。 

 

以 上 

 

※1 東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル&パワー株式会社、東京電力パワーグ

リッド株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、東京電力リニューアブルパワー株

式会社の 5社 

※2  自由化前からの従来の料金プラン（定額電灯、従量電灯、臨時電灯、公衆街路灯、低圧電力、

臨時電力、農事用電力）、いわゆる規制料金メニュー 

※3 特定小売供給約款、選択約款（2016 年 4 月までに新規の加入受付を終了している電化上手等

の料金プラン）および自由化後の新しい料金プランを含むすべての低圧向け料金メニュー 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 経営報道グループ 03-6373-1111（代表） 
 

東京電力エナジーパートナー株式会社 
広報企画グループ 
050-3116-3147 
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廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２２年１０月２７日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合/事務局会議

1/9

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ
使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月22日に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

初号機 燃料デブリ取り出し開始

２号機 2021年内
※新型コロナウイルス感染拡大の影響及び、
作業の安全性と確実性を高めるため、2023
年度後半目途の着手へ工程を見直し

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水は、多核種除去設備での処理を行い、
溶接型タンクで保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、降雨時の汚
染水発生量の増加も抑制傾向となり、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5
月）から約130m3/日（2021年度）まで低減しています。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2025年内には100m3/日以下に抑制する
計画です。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等原子炉施設の
解体等

汚染水対策 ～３つの取組～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取組
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取組
• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めております。
• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理

が完了しました。
• 今後、原子炉建屋については2022年度～2024年度に滞留水の量を2020年末の半分程度に

低減させる計画です。
• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ

オライト土嚢等について、線量低減策及び安定化に向けた検討を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取組
• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策を実施しました。現在、防潮堤設置の工事を進めてい

ます。また、豪雨対策として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路
強化等を計画的に実施していきます。

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
取り出し

燃料デブリの
保管/搬出

1、3号機 2号機

燃料デブリの
取り出し

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理

溶接型タンク

屋根損傷部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水

陸
側
遮
水
壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

サ
ブ
ド
レ
ン

(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について
処理水の海洋放出に当たっては、安全に関する基準等を遵

守し、人及び周辺環境、農林水産品の安全を確保してまいり
ます。また、風評影響を最大限抑制するべく、モニタリングのさら
なる強化や第三者による客観性・透明性の確保、IAEAによる
安全性確認などに取り組むとともに、正確な情報を透明性高く、
継続的に発信してまいります。

※1 人及び環境への放射線の影響評価を含む
※2 少量の放出から慎重に開始

ALPS処理水の
取扱いに関する
小委員会

東京電力原子力
規制委員会

東京電力政府
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2年程度

2021年4月13日に「廃炉・
汚染水・処理水対策関係
閣僚等会議」より決定

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出がれき撤去 等 燃料取り出し

設備の設置

3、4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

1、2号機
2022年
7月22日

2021年
12月21日

2022年
8月4日

＜中長期ロードマップにおけるマイルストーン＞



1号機サプレッションチェンバ内包水
サンプリング作業の実施

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月安定的に推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく、 総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取組の状況
汚染水発生量の更なる低減に向けた整理

ALPS処理装置出口水のストロンチウム90濃度の
告示濃度限度超えについて

2号機

注水

615体

前室

遮へい体

構
台
基
礎
設
置
中

使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

注水

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

養生バッグ
原子炉

格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料デブリ

ペデスタル

サプレッション
チェンバ（S/C）

仮
設
構
台
設
置
中

海洋生物の飼育試験の開始について

1号機原子炉格納容器の耐震性向上を目
的として同容器内水位を低下させるため、既設
の原子炉冷却材浄化系（CUW）配管を活
用した取水設備の設置を計画しています。
取水設備の設計の検討のため、2022年

11月～2023年1月に取水設備の取水口の
候補であるCUW配管から、サプレッションチェ
ンバ内包水のサンプリングを行い、水質を確認
する予定です。 安全最優先で作業を実施
していきます。

海洋生物に悪影響が無いことを実際に目に
見える形で示すため、2022年3月から発電
所近海の海水を用いたヒラメの飼育練習を開
始し、飼育ノウハウの習得や設備設計の確認
等を行いました。
9月13日から飼育試験の準備を進め、9月

30日から飼育試験を開始しました。
また、飼育試験の開始に併せて、飼育水槽

のカメラによるWEB公開を開始しました。
ALPS処理水を添加した海水と通常の海

水で飼育した場合との比較を行い、その状況
をわかりやすく、丁寧にお示していきます。

陸
側

遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用
カバー

取り出し完了燃料（体）
1535/1535*1

（2014/12/22燃料取り出し完了）

＊1：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む4号機3号機

注水

遮へい体

ドーム屋根
燃料取扱機
クレーン

FHMガーダ

取り出し完了燃料（体）
566/566

（2021/2/28燃料取り出し完了）

10月18日、第25回汚染水処理対策委員会（大
西有三委員長）が開催され、「これまで取り組んでき
た重層的な汚染水対策の効果が明確に認められ、降
雨影響による変動はあるものの、汚染水発生量の安
定的な管理ができており、2025年内に汚染水発生
量を100㎥/日以下に抑制する目標に向けた取組が
着実に進んでいる。」という評価の下、現状の対策を
計画的に進めることに加え、建屋局所止水対策等、
汚染水発生量の更なる低減に向けた方向性をより具
体化するための整理について議論されました。
汚染水発生量の更なる低減のための追加的な対策

について、難易度や期待される効果を含めた整理を行
い、見通しを立てつつ取り組んでいきます。

7月27日から8月5日に運転した増設ALPS(A)にお
いて、出口水のストロンチウム90の一時的な濃度上昇
を確認しました。なお、環境中への放出はありません。
一時的に濃度が上昇した原因は、直近の定期点検

において全ての吸着塔等の水抜き･水張りを実施したこ
とに伴い、吸着塔内の pH環境が変わったことによる影
響と推定しています。
推定原因を踏まえ、今後は定期点検における吸着

塔の水抜き･水張り範囲を適切に見直すとともに、定
期点検後、出口水のサンプリング等を実施し、水抜き･
水張り等の影響を確認することにより、再発防止に努
めていきます。

陸側遮水壁測温管150-７Sの温度上昇解消後も
対策の効果が継続して発揮

陸側遮水壁（凍土壁）測温管150-7Sは、2021年8月に
温度上昇が確認されましたが、これによる止水機能への影響は
無く、すでに上昇前の温度まで低下しています。
温度が上昇した主な原因は、地下水の流れが集中したことと

推定し、また、周辺建屋からの屋根排水を含む外気温により温
かくなった降雨が流れ込んだことも影響したと考えています。
「試験的な止水」及び「周辺建屋の雨水排水先の変更」の対

策を行った結果、温度は低下し、その後も昨年同様の温度上
昇が生じなかったことから、効果は継続していると考えています。
また、周辺建屋からの雨水排水が凍土壁に影響を与える可

能性も示唆されたことから、類似した構造の建屋についても、今
後対策を実施していく計画です。

3号機使用済燃料プール内他の
高線量機器取り出し作業開始に向けた進捗

3号機使用済燃料プールに保管して
いる制御棒等の高線量機器は、既設
サイトバンカや固体廃棄物貯蔵庫へ移
送、保管する計画です。
現在、作業を補助する作業台車の

設置等の関連工事を進めており、完了
後、実際の輸送容器を使用した一連
作業の確認を行う予定です。
準備が整い次第、2022年下期より

高線量機器取り出し作業を開始する
計画です。

＜ALPS処理水を添加した海水での飼育の様子＞

＜3号機プール内の状況(2022.2.28時点)＞

制御棒
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多核種除去設備等処理水の
取扱いに関する海域モニタリングの状況

ALPS処理水の取扱いに関する海域モニ
タリングについては、本年3月24日に公表さ
れた海域モニタリング計画に基づき、4月20
日より試料採取を開始しています。
本海域モニタリング結果については9月29

日より東京電力による専用のホームページ
の運用の開始をしています。よりわかりやす
い公表を目指し、デザインの改修を行ってい
きます。

https://www.tepco.co.jp/decommission/p
rogress/watertreatment/monitoring/

海域モニタリングポータルサイト
https://www.youtube.com/channel/UC
LEn8NHHX2WrMvn6ZYfAjJA



主な取組の配置図
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提供：日本スペースイメージング（株）2021.4.8撮影
Product(C)[2021] DigitalGlobe、 Inc.、 a Maxar company.
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MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア
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設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
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敷地境界
増設雑固体廃棄物焼却設備

雑固体廃棄物焼却設備
高温焼却炉建屋

プロセス主建屋

地盤改良

1号機サプレッションチェンバ内包水
サンプリング作業の実施

陸側遮水壁測温管150-７Sの温度上昇
解消後も対策の効果が継続して発揮

海洋生物の飼育試験の開始について

3号機使用済燃料プール内他の
高線量機器取り出し作業開始に向けた進捗

ALPS処理装置出口水のストロンチウム90
濃度の告示濃度限度超えについて タンク設置エリア

汚染水発生量の更なる低減に向けた整理

多核種除去設備等処理水の
取扱いに関する海域モニタリングの状況


